
(単位:円)

科 目 金　　　　額 科 目 金　　　　額

1,396,419,446 932,914,133

1,247,673,664 863,741,933

現 金 2,202,073 買 掛 金 812,283,933

預 金 571,607 未 払 金 10,389,611

売 掛 金 33,236,953 未 払 金 事 業 所 税 1,008,300

未 収 金 634,411,874 未 払 費 用 11,255,821

商 品 ・ 貯 蔵 品 175,477,751 未 払 消 費 税 4,589,900

短 期 貸 付 金 396,431,294 未 払 法 人 税 等 4,715,300

前 払 費 用 3,324,418 未 払 事 業 税 948,600

そ の 他 流 動 資 産 2,173,478 未払特別法人事業税 310,300

貸 倒 引 当 金 ▲ 155,784 預 り 金 4,831,168

賞 与 引 当 金 13,409,000

148,745,782 69,172,200

65,850,114 退 職 給 付 引 当 金 62,700,000

土 地 10,743,800 役員退職慰労引当金 4,485,000

建 物 5,426,406 預 り 保 証 金 1,987,200

建 物 附 属 設 備 23,323,540

構 築 物 9,160,369 463,505,313

車 両 運 搬 具 1,840,932 462,363,807

器 具 及 び 備 品 15,355,067 10,000,000

11,055,568 452,363,807

ソ フ ト ウ ェ ア 9,280,992 利 益 準 備 金 2,500,000

電 話 加 入 権 1,745,679 任 意 積 立 金 37,880,000

諸 施 設 利 用 権 28,897 繰 越 利 益 剰 余 金 411,983,807

71,840,100

投 資 有 価 証 券 2,356,200

繰 延 税 金 資 産 33,648,076 1,141,506

出 資 金 82,000

長 期 前 払 費 用 75,904

差 入 保 証 金 35,653,900

そ の 他 の 投 資 497,860

貸 倒 引 当 金 ▲ 473,840

1,396,419,446 1,396,419,446

貸    借    対    照    表
令和3年3月31日現在

( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本

資 本 金

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

資 産 計 負 債 ・ 純 資 産 計

無 形 固 定 資 産 利 益 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産

有 価 証 券 評 価 差 額 金

流 動 資 産 流 動 負 債

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産
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１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

①棚卸資産の評価方法及び評価基準

　商  品   ・・・・・・・・・・・・・・・・・  最終仕入原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

②有価証券及び出資金の評価方法及び評価基準

　　出資金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・移動平均法による原価法

　　その他有価証券

　　　　市場価格のある有価証券・・・・・・決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております）

　　　　市場価格のない有価証券・・・・・・該当なし

③固定資産の減価償却の方法

　(1)有形固定資産

　　　定率法を採用しております。

　　　ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物および、平成28年4月1日以降に取得した建物附属、

　　　構築物は定額法を採用しております。

　(2)無形固定資産の減価償却方法

　　　定額法を採用しております。

　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づいております。

④引当金の計上基準

　　　貸倒引当金・・・・　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し回収見込額を計上しております。

　　　賞与引当金・・・・　従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準で計上しております。

　　　退職給付引当金・・・・　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の

　　　　見込額に基づき計上しております。

　　　役員退職慰労引当金・・・・　役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を計上しております。

⑤消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２． 当期純損益金額

当期純利益 円37,445,083

　個別注記表
（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）


